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社会福祉法人

熊本市社会福祉事業団

1982年に設立され、高齢者福祉サービス、障がい福祉サービス
熊本市からの受託等、法人本部を含んだ32事業を運営し
約520名の職員を抱える熊本市では比較的大きな社会福祉法人です。

訪問介護事業所 市内３ヵ所

中央ヘルパー事業所

利用者数420名（うち総合事業150名、障がい70名）
サービス提供責任者１2名
総合事業責任者2名（兼務）
常勤ヘルパー4名
パートヘルパー52名 事務員1名



全体的な推移

介護サービス介護施設・事業所調査及び介護給付費実態調査より

平成３０年 令和元年 令和２年

訪問介護事業所数 ３５，１１１ ３４，８２５ ３５，０７５

訪問介護員数（人） ５２１，８５５ ５０８，２５６ ５０１，６６６

熊本県での事業所数 ６１９ ６２１ ６２６

社会福祉法人
全体からの割合 １６．８％ １６．８％ １５．７％

営利団体 ６７．６％ ６７．６％ ６９．８％

利用者１人あたり
９月中の利用回数 １９．０ １８．７ ２０．１

訪問介護利用者数 １００万７千人 １０１万人 １０１万６千人









令和元年度介護労働実態調査 公益財団法人介護労働安定センター R2.8.7





令和元年10月 消費増税による報酬改定

身体介護 ２０分未満 165→166

２０分以上３０分未満 248→249

３０分以上１時間未満 394→395

１時間以上 577（30分増すごとに83）

生活援助中心型 ４５分未満 181→182

４５分以上 223→224

次ページ 令和３年４月 報酬改定





訪問介護サービスの提供状況

・2021年10月における、事業所の実利用者数についてみると、

まず、総合事業（要支援1と要支援2）の実利用者数は「1～20人」が52.7％と最も高く、以下、

「21～40人」（13.0％）と続いており、平均は13.1人であった。

次に、軽度（要介護1と要介護2）の実利用者数は「1～20人」が55.2％と最も高く、以下、

「21～ 40人」（24.4％）であった。なお、平均は21.6人であった。

さらに、重度（要介護3～5）の実利用者数は「1～20人」が69.8％と最も高く、以下、

「21～40人」（11.8％）となっており、平均は14.9人であった。

・自事業所にて喀痰吸引の業務を行っているかどうかについてたずねたところ、

「行っている」が 2.7%

「事例は少ないが、行っている」が 10.7%

「行っていない」が 86.7%であった。



訪問介護事業の実態 まとめ

・事業所数 微増 併設事業所が増加

・ヘルパー 高齢化 非常勤が多く、出来高払いによる影響か若手の参入が少ない

テクノロジーやICT化が遅れている要因

質の向上にも影響、お世話型サービスの温床

・利用者 要介護１、２が全体の60％

ターミナルケアの依頼も少なくはないが、対応できるヘルパーが少ない

・サービス提供責任者へ業務が集中

サービス提供責任者の業務に対する評価を求める声が多い



訪問介護事業の課題

①ヘルパーの高齢化

持続安定できる年齢構成が不十分

テクノロジーの活用が不十分

②算定構造

出来高払い

入退院時が課題

サービス提供体制加算が区分支給限度額内による影響

③働きやすい職場づくり

ハラスメントなどへの対応、利用者への理解促進（訪問介護の手引き）

魅力発信 （報道に対する注文）



参考資料

・厚生労働省 介護サービス介護施設・事業所調査及び介護給付費実態調査

・厚生労働省 介護給付費実態調査

・介護労働安定センター 平成29年度 介護労働実態調査

・社会保障審議会 介護給付費分科会 平成29年度資料

・社会保障審議会 会議給付費分科会 令和2年度資料

・熊本県、熊本県介護福祉士会 KAiGO PRiDEプロジェクト

上記より資料の転載、転記を行いました。



ご清聴ありがとうございました。


